
第3次伊賀市障がい者福祉計画　令和元年度事業計画 シート

【平成30年度の評価(達成率)について】

・この計画は、Ｈ２７～R２年度までの６年間です。

　
☆達成率について
６段階評価(達成率)
ＡＡ（計画の内容を100％を越えて実施）
Ａ　（計画の内容を100％実施）
Ｂ　（計画の内容を70％以上100％未満実施）
Ｃ　（計画の内容を50％以上70％未満実施）
Ｄ　（計画の内容を50％未満実施）
Ｅ　（計画の内容を未実施）

【資料3】



事業予定 事業の実施内容 事業の効果・課題 指標 実績

１情報
提供と
相談
支援
の充
実

18

①総合的で
きめ細かな
情報提供の
充実

障がい
福祉課

・「伊賀市障がい者福祉ガイド
ブック」を作成し,窓口で説明配
布するとともに、市ホームペー
ジに掲載します。また、内容に
ついても見直しを行います。
・広報紙の音声・点字版を発行
します。そして、音声･点字版
発行について広報紙に掲載し
周知します。
・広報紙・ホームページ・行政
情報番組を利用して最新の障
がい者福祉の情報を提供しま
す。

回数 18

・「伊賀市障がい者福祉ガイド
ブック」を作成し,窓口で説明
配布するとともに、市ホーム
ページに掲載します。また、内
容についても見直しを行いま
す。
・広報紙の音声・点字版を発
行します。そして、音声･点字
版発行について広報紙に掲
載し周知します。
・広報紙・ホームページ・行政
情報番組を利用して最新の障
がい者福祉の情報を提供しま
す。

・「伊賀市障がい者福祉ガイド
ブック」やホームページの内容
を見直し、最新の情報を提供
できるように努めました。
・広報紙に音声・点字版の広
報の発行についてのお知らせ
を掲載し周知を図りました。

・障がい福祉に関する情報を
周知することができました。今
後も最新の情報を提供できる
よう定期的に内容の見直しを
行います。
・誌面の都合上掲載できない
月もありましたが、市広報に
掲載することにより音声・点字
版の広報紙の発行について
周知することができました。今
後も定期的に広報等に掲載
し、周知に努めていきます。

回数 18

18

①総合的で
きめ細かな
情報提供の
充実

障がい
福祉課

障がいのある人に対する市職
員の理解を深めるため、職員
を対象にした研修会を開催し
ます。

延参加
者数

269

障がいのある人に対する市職
員の理解を深めるため、職員
を対象にした研修会を開催し
ます。

市職員の障がい理解を深め
るために研修会を開催いたし
ました。
11/20ヘルプマークを知ってい
ますか　88人
1/23こどもの発達を理解する
181人

市職員が外見からはわからな
いし障がいについてを学ぶ機
会をもつことが出来ました。知
識を深めることで、職場や地
域において、障がいに関する
理解を広め共有し、また、窓
口・電話対応等業務における
必要なコミュニケーションのス
キルアップを図ることが出来
ました。

延参加
者数

269

18

①総合的で
きめ細かな
情報提供の
充実

広聴情
報課

ウェブアクセシビリティに配慮
したホームページや、ユニバー
サルデザインに配慮した文字
を使った広報紙により、高齢者
や高齢者や障がいのある人へ
もさまざまな情報をわかりやす
く伝えます。

ホーム
ページ

のアクセ
ス数

390万件

ウェブアクセシビリティに配慮
したホームページや、ユニ
バーサルデザインに配慮した
文字を使った広報紙により、
高齢者や障がいがある人へ
もさまざまな情報をわかりや
すく伝えます。

ウェブアクセシビリティに配慮
したホームページや、ユニ
バーサルデザインに配慮した
文字を使った広報紙により、
高齢者や障がいがある人へも
さまざまな情報をわかりやすく
伝えました。

今後も、ウェブアクセシビリ
ティに配慮したホームページ
や、ユニバーサルデザインに
配慮した文字を使った広報紙
により、高齢者や障がいがあ
る人へもさまざまな情報をわ
かりやすく伝えていくとともに、
各課へも積極的な情報発信を
お願いしていきます。

ホーム
ページ
のアク
セス数

375万
件

18
②情報を活
用する意識
づくりの推進

障がい
福祉課

障がい者団体や保護者会の
総会・研修会等で障害福祉
サービス等についての説明を
行うとともに、積極的な情報収
集について啓発していきます。 回数 10

障がい者団体や保護者会の
総会・研修会等で障害福祉
サービス等についての説明を
行うとともに、積極的な情報
収集について啓発していきま
す。

障がい者団体や保護者会の
総会・研修会等で障害福祉
サービス等についての説明を
行うとともに、積極的な情報収
集について啓発しました。

障がい者団体や保護者会の
総会、研修会等で障害福祉
サービス等についての説明を
行い、情報活用のための意識
づくりに努めました。
伊賀市障害者福祉連盟、育
成会、保護者会等への参加

回数 10

目標Ⅰ　一人ひとりに応じた生活支援のしくみをつくる

事業実
施課

備考
元年度
目標値

指標
第3次計画　実施事業の進捗状況（Ｈ30年度）実績

元年度事業予定

（１）障がい
者福祉に
関する情
報提供の
充実

方向性
目
標
Ⅰ

基本
方針

Ⅰ
　
一
人
ひ
と
り
に
応
じ
た
生
活
支
援
の
し
く
み
を
つ
く
る

基本計画
計画

ページ

1 ページ



事業予定 事業の実施内容 事業の効果・課題 指標 実績

事業実
施課

備考
元年度
目標値

指標
第3次計画　実施事業の進捗状況（Ｈ30年度）実績
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標
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基本計画
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ページ

１情報
提供と
相談
支援
の充
実

（２）総合
相談支援
体制の確
立

19
①総合的な
相談支援体
制の充実

地域包
括支援

セン
ター

伊賀市障がい者相談支援セン
ターに、6人の相談支援専門員
を配置し、障がいのある人及
びその家族からの相談に対応
するとともに、障害福祉サービ
スの利用等について関係機関
との調整を図ります。また、基
幹相談、一般相談、計画相談
の役割を明確にすることで、相
談件数の増加の対応に努めま
す。

相談
件数

8,500

伊賀市障がい者相談支援セ
ンターに、6人の相談支援専
門員を配置し、障がいのある
人及びその家族からの相談
に対応するとともに、障害福
祉サービスの利用等について
関係機関との調整を図りま
す。

伊賀市障がい者相談支援セ
ンターに、6人の相談支援専
門員を配置し、障がいのある
人及びその家族からの相談に
対応するとともに、障害福祉
サービスの利用等について関
係機関との調整を図りました。

障がいのある人の増加によ
り、相談件数は年々増加して
います。基幹相談、一般相
談、計画相談の役割を明確に
し、相談支援体制の整備の必
要があります。 相談

件数
8,426

19
①総合的な
相談支援体
制の充実

地域包
括支援

セン
ター

引き続き、障がい者相談支援
センターにおいて、専門の相談
支援専門員を雇用し、基幹相
談支援機能を担います。総合
的・専門的な相談支援や地域
移行・地域定着等を進め、地
域の相談支援体制を強化しま
す。

総合的・
専門的
な相談
支援件

数

430

平成30年4月から、伊賀市障
がい者相談支援センターで専
門の相談支援専門員を雇用
し、基幹相談支援機能を担い
ます。総合的・専門的な相談
支援や地域移行・地域定着等
を進め、地域の相談支援体制
を強化します。

平成30年4月から、伊賀市障
がい者相談支援センターで専
門の相談支援専門員を雇用
し、基幹相談支援機能を担っ
ています。総合的・専門的な
相談支援や地域移行・地域定
着等を進め、地域の相談支援
体制の強化に努めました。

多問題を抱えていたり、支援
の困難な事例が増加してお
り、相談支援事業所やサービ
ス提供事業所からの相談件
数が、目標値を大きく上回りま
した。地域移行・地域定着等
の推進は今後の課題です。

総合
的・専
門的な
相談支
援件数

403

19
①総合的な
相談支援体
制の充実

地域包
括支援

セン
ター

福祉の一次相談窓口として、
地域包括支援センター（本庁・
南部サテライト・東部サテライト
の3ヶ所）の三職種（社会福祉
士・主任介護支援専門員・保
健師）がそれぞれの専門性を
活かして相談を受け、適切な
関係機関へつなぎます。

相談に
より関係
機関に
つなげ
た件数

180

福祉の一次相談窓口として、
地域包括支援センター（本庁・
南部サテライト・東部サテライ
トの3ヶ所）の三職種（社会福
祉士・主任介護支援専門員・
保健師）がそれぞれの専門性
を活かして相談を受け、適切
な関係機関へつなぎます。

福祉の一次相談窓口として、
地域包括支援センター（本庁・
南部サテライト・東部サテライ
トの3ヶ所）の三職種（社会福
祉士・主任介護支援専門員・
保健師）がそれぞれの専門性
を活かして相談を受け、適切
な関係機関へつなぎました。

介護や認知症等をきっかけに
支援を開始する中で、障がい
や貧困などの課題を把握する
ことも多く、適切な支援機関や
サービスにつなげました。
支援者として、障がい福祉に
関する知識を身につけるとと
もに、関係機関との連携を密
に図る必要があります。

相談に
より関
係機関
につな
げた件

数

172

19
②ケアマネジ
メントの充実

障がい
福祉課

一人ひとりのニーズに応じた相
談支援を行うため、障がい者
地域自立支援協議会や伊賀
圏域連絡協議会において事例
検討会や研修会を開催し、市
内の特定相談支援事業所のス
キルアップを図ります。

回数 16

一人ひとりのニーズに応じた
相談支援を行うため、障がい
者地域自立支援協議会や伊
賀圏域連絡協議会において
事例検討会や研修会を開催
し、市内の特定相談支援事業
所のスキルアップを図ります。

障がい者地域自立支援協議
会相談部会や伊賀圏域障が
い福祉連絡協議会くらし部会
において事例検討会や研修
会を開催し、市内特定相談支
援事業所のスキルアップを図
りました。
市相談部会　12回
スキルアップ研修会　1回
支援者研修会等　3回

研修会等を開催することによ
り、相談支援専門員のスキル
アップを図ることができまし
た。今後も特定相談支援事業
所間で計画相談支援に対す
る情報共有や定期的な事例
検討会等を開催し、相談支援
専門員のスキルアップを図る
ように努めていきます。

回数 16

2 ページ



事業予定 事業の実施内容 事業の効果・課題 指標 実績
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19
③ピアカウン
セリングの推
進

障がい
福祉課

伊賀圏域障がい福祉連絡協
議会精神障がい地域包括ケア
システムＷＧなどで、ピアサ
ポーターを活用した地域啓発
の検討を行います.

回数 7

伊賀圏域障がい福祉連絡協
議会精神保健医療福祉支援
WGにおいて、ピアサポーター
を活用した地域啓発の検討を
行います.

本年度よりピアサポーターの
育成については、事業所が県
の委託を受けることになりまし
た。
伊賀圏域障がい福祉連絡協
議会くらし部会において、地域
啓発等に活用することについ
て検討を行いました。
社会調査WG　　7回

精神疾患を患った自らの経験
から病気とのつきあい方や地
域での生活に関する体験談を
話せる「いがなばりピアサ
ポーター体験談プログラム」が
事業所で完成しました。今後、
プログラムを活用し地域啓発
等に取り組んでいく必要があ
ります。

回数 7

20
④身近な地
域での相談
推進

障がい
福祉課

当事者及びその家族の中か
ら、身体・知的・精神それぞれ
の分野の相談員を委嘱し、そ
れぞれの地域で障がいのある
人やその家族からの相談に対
応します。

相談員
数

10

当事者及びその家族の中か
ら、身体・知的・精神それぞれ
の分野の相談員を委嘱し、そ
れぞれの地域で障がいのあ
る人やその家族からの相談に
対応します。

当事者及びその家族の中か
ら身体障がい相談員6人、知
的障がい相談員3人、精神障
がい相談員1人を委嘱し、そ
れぞれの地域で障がいのある
人や家族からの相談に対応し
ました。

当事者及びその家族が相談
員となることにより、当事者と
同じ目線での対応ができ、適
切な助言や指導を行なうこと
ができました。
今後も身近な地域での相談の
推進のため相談員の活用に
ついて周知を行います。

相談
員数

10

１情報
提供と
相談
支援
の充
実

（３）権利
擁護に関
する支援

21

①権利擁護
に関する相
談支援体制
の充実

地域包
括支援

セン
ター

障がいのある人に対する虐待
を発見した時は、保護等の措
置を行います。また権利擁護
支援が必要な人については、
伊賀市社会福祉協議会と連携
し日常生活自立支援事業の利
用や成年後見制度利用の支
援を行います。

相談
件数

400

障がいのある人に対する虐待
を発見した時は、保護等の措
置を行います。また権利擁護
支援が必要な人については、
伊賀市社会福祉協議会と連
携し日常生活自立支援事業
の利用や成年後見制度利用
の支援を行います。

障がい者虐待の通報に対応
し、虐待の解消に向けて支援
を行いました。また権利擁護
支援が必要な人については、
伊賀市社会福祉協議会と連
携し日常生活自立支援事業
の利用や成年後見制度利用
の支援を行いました。

障がい者虐待の通報に対応
し、虐待の解消に向けて支援
を行いました。日常生活自立
支援事業や成年後見制度を
必要とする人が年々増加して
おり、担い手の確保が課題で
す。

相談
件数

382

21
②日常生活
自立支援事
業の充実

障がい
福祉課

日常生活自立支援事業につい
て掲載した「伊賀市障がい者
福祉ガイドブック」を配布し、事
業内容や相談窓口の普及啓
発を行います。

配布数 650

日常生活自立支援事業につ
いて掲載した「伊賀市障がい
者福祉ガイドブック」を配布
し、事業内容や相談窓口の普
及啓発を行います。

窓口で障害者手帳の新規取
得者や希望者に配布するとと
もに、説明会等でもガイドブッ
クを配布し、事業の周知を行
いました。

日常生活自立支援事業の周
知を図ることができました。今
後もガイドブックへの掲載だけ
ではなく、あらゆる機会を捉え
て事業の普及啓発を行いま
す。

配布数 650

22
③成年後見
制度の充実

障がい
福祉課

成年後見制度の内容や相談
窓口について掲載した「伊賀市
障がい者福祉ガイドブック」を
配布し、制度の普及啓発を行
います。

配布数 650

成年後見制度の内容や相談
窓口について掲載した「伊賀
市障がい者福祉ガイドブック」
を配布し、制度の普及啓発を
行います。

窓口で障害者手帳の新規取
得者や希望者に配布するとと
もに、説明会等でもガイドブッ
クを配布し、事業の周知を行
いました。

成年後見制度の周知を図るこ
とができました。今後もガイド
ブックへの掲載だけではなく、
あらゆる機会を捉えて制度の
普及啓発を行います。

配布数 650

3 ページ



事業予定 事業の実施内容 事業の効果・課題 指標 実績

事業実
施課

備考
元年度
目標値

指標
第3次計画　実施事業の進捗状況（Ｈ30年度）実績

元年度事業予定方向性
目
標
Ⅰ

基本
方針

基本計画
計画

ページ

22

④虐待の早
期発見と支
援体制の整
備

障がい
福祉課

障がいのある人への虐待を早
期に発見できるよう障がい者
虐待を発見した際の通報義務
等について啓発を行います。
また、市イベント等には虐待防
止や障害者差別解消法の啓
発チラシを配布し、市民への周
知を図ります。

配布数 1,000

障がいのある人の虐待を早
期に発見できるよう障がい者
虐待を発見した際の通報義務
等について啓発を行います。
また、市イベント等には虐待
防止や障害者差別解消法の
啓発チラシを配布し、市民へ
の周知を図ります。

障がい者虐待防止について
関係機関に向けた研修会の
開催を行いました。
また、障害者週間に障がい者
相談支援センターとともに虐
待防止法のチラシを配布し市
民周知を行いました。

虐待防止について、研修会の
開催や街頭啓発等を行うこと
で関係機関や市民に対し理解
を深めることができました。

配布数 1,000

22

④虐待の早
期発見と支
援体制の整
備

地域包
括支援

セン
ター

関係機関の連携を強化し、虐
待を早期発見するため、定期
的に会議を開催し、担当者間
の情報共有を図ります。また、
虐待事案の発生時に適切な対
応ができるように、関係機関の
ための研修会を開催します。

回数 5

関係機関の連携を強化し、虐
待を早期発見するため、定期
的に会議を開催し、担当者間
の情報共有を図ります。ま
た、虐待事案の発生時に適切
な対応ができるように、関係
機関のための研修会を開催し
ます。

関係機関の連携を強化し、虐
待を早期発見するため、担当
者会議を4回開催しました。ま
た、虐待事案の発生時に適切
な対応ができるように、関係
機関のための研修会を1回開
催しました。

担当者会議及び研修会を開
催して、虐待事案発生時の初
動対応の確認及び情報共有
を図ることができました。

回数
5

２生活
を支
援する
サービ
スの
推進

（１）福祉
ｻｰﾋﾞｽ等
の充実

23
①障害福祉
サービス等

の充実

障がい
福祉課

質の高いサービスを提供する
ために、障害福祉サービス事
業者の意識や技術を高めるた
めの研修会や交流会を開催し
ます。

回数 8

質の高いサービスを提供する
ために、障害福祉サービス事
業者の意識や技術を高める
ための研修会や交流会を開
催します。

・障がい者自立支援協議会相
談部会において計画相談研
修会を開催しました。
・伊賀圏域障がい福祉連絡協
議会において居宅介護サービ
スのヘルパースキルアップ研
修会を開催しました。
・居宅介護事業所管理者交流
会や事業所間交流を行いまし
た。
・伊賀圏域障がい者福祉連絡
協議会くらし部会において、支
援者やご家族に対し、地域移
行に関する交流会や研修会
の開催を行いました。

・計画相談に関するスキル
アップを図ることができまし
た。

・各種研修会・交流会を開催
することでサービス支援関係
者の情報交換等を行い、より
よい支援に対する関係づくり
や意識を深めることができま
した。

・支援者の情報共有、共通理
解の場となり今後も継続して
このような研修会の開催が必
要です。

回数 8

23
①障害福祉
サービス等

の充実

障がい
福祉課

聴覚障がい者等の福祉及び社
会参加の増進を図るため手話
通訳者及び要約筆記奉仕員
の派遣を行います。 回数 381

聴覚障がい者等の福祉及び
社会参加の増進を図るため
手話通訳者及び要約筆記奉
仕員の派遣を行います。

聴覚障がい者等が医療機関
や相談・手続きなどで必要な
とき、手話通訳者及び要約奉
仕員の派遣を行いました。

聴覚障がい者及び音声・言語
機能障がい者の家庭生活及
び社会参加の増進を図ること
が出来ました。 回数 381

24
②地域生活
への移行に
向けた支援

障がい
福祉課

福祉施設などから地域生活へ
の移行を促進するため、本人
の意向聴き取りや関係者を対
象にした地域移行に関する研
修会等を開催します。 参加者

数
80

福祉施設などから地域生活
への移行を促進するため、本
人の意向聴き取りや関係者を
対象にした地域生活見学会
等を開催します。

伊賀圏域障がい福祉連絡協
議会くらし部会において入所
施設ご利用者対象に地域移
行の意向聴き取りや地域生活
のイメージづくりのために支援
者、家族などで茶話会を開催
しました。
当事者プロジェクト研修会の
開催を行いました。

施設入所者本人や家族・入院
患者・支援者職員等に、地域
で生活したい意向や地域移行
した当事者との交流を行うこと
で地域移行の情報提供等を
行うことができた。

参加
者数

80
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③地域住民
や民間団体
等の支援活
動との連携

障がい
福祉課

地域住民や民間団体等におい
て、障がい福祉に関する研修
会を行います。

回数 10

地域住民や民間団体等にお
いて、障がい福祉に関する研
修会を行います。

民生委員・児童委員や各種団
体等に対し、障がい福祉に関
する研修や交流の取り組みを
行いました。

身近な地域支援者である民生
委員・児童委員などに障がい
福祉に関する理解を深めても
らうことができました。今後も
障がいのある人が地域で安
心して暮らせるために連携を
深めていく必要があります。

回数 10

２生活
を支
援する
サービ
スの
推進

（２）家族
介護者等
への支援

24
①障害福祉
サービス等
の利用促進

地域包
括支援

セン
ター

障がい者相談支援センターに
おいて障害福祉サービス等の
利用についての相談及び障害
福祉サービス事業者や特定相
談支援事業所との利用調整を
行い、家族介護者の負担の軽
減を図ります。

サービス
利用
相談
件数

3,000

障がい者相談支援センターに
おいて障害福祉サービス等の
利用についての相談及び障
害福祉サービス事業者や特
定相談支援事業所との利用
調整を行い、家族介護者の負
担の軽減を図ります。

障がい者相談支援センターに
おいて障害福祉サービス等の
利用についての相談及び障
害福祉サービス事業者や特
定相談支援事業所との利用
調整を行い、家族介護者の負
担の軽減を図りました。

障がい者本人や家族からの
相談に対応し、適切な障害福
祉サービスにつなぐことで、家
族介護者の負担の軽減を図
ることができました。

サービ
ス利用
相談
件数

2,841

24

②介護者の
交流や学習
活動等への
支援

障がい
福祉課

障がい者団体の活動に対して
助成し、障がいのある人を介
護している家族介護者の交流
会や学習会の開催のための支
援を行います。

回数 2

障がい者団体の活動に対し
て助成し、障がいのある人を
介護している家族介護者の交
流会や学習会の開催のため
の支援を行います。

障がい者団体の主催で家族
介護者の交流会や学習会が
開催できるよう障がい者団体
への助成を行いました。
（7/14阿山名賀保護者会療育
キャンプ、7/22上野手をつな
ぐ育成会療育キャンプ）

障がい者団体への助成を行う
ことにより、家族介護者の交
流会や研修会が開催されまし
た。

回数 2

24

②介護者の
交流や学習
活動等への
支援

介護高
齢福祉

課

先輩介護者（見送った人）が増
え、家庭の事情等から参加者
が固定化し、交流会に参加で
きる人が減っています。そこ
で、認知症の人と家族、地域
住民、専門職等誰もが参加で
き、集う場として運営している
「認知症カフェ」への参加を推
進していきます。

参加者
数（延）

80

介護をしている家族同士が、
悩みや経験を出し合いながら
支えあったり、交流や学習を
通じて介護負担を軽減できる
よう、介護者による主体的な
活動を推進、支援します。

介護をしている家族同士が日
頃の悩みを分かち合う機会
と、それに関連したさまざまな
情報を共有することで介護の
負担を軽減できるよう、グラウ
ンドゴルフ大会や日帰りリフ
レッシュ事業を行いました。

参加した人からは、一時的で
はあるものの、介護の事を忘
れ心身共にリフレッシュできた
等好評ですが、会員を増やす
ことはできませんでした。 参加

者数
35

２生活
を支
援する
サービ
スの
推進

（３）住まい
の確保

25
①居住系
サービスの
充実

障がい
福祉課

地域での自立した生活の拠点
を確保できるよう、サービス事
業者と連携し、グループホーム
等の施設の充実に努めます。

実人数 121

地域での自立した生活の拠
点を確保できるよう、サービス
事業者と連携し、グループ
ホーム等の施設の充実に努
めます。

民間の社会福祉施設の整備
及び設備整備事業に対し、補
助金を交付しました。

市内グループホーム整備数
（110人）は目標整備達成をし
ています。今後も入所施設か
らの地域移行を推進していくう
えで重要な資源となるため
ニーズにあったグループホー
ムの確保に努める必要があり
ます。

実人数 121
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25

②地域での
自立生活に
向けた住宅
確保の推進

障がい
福祉課

障がいのある人が地域で自立
して生活できるよう、地域住民
に対し市広報や市の広報番組
等で障がいについての理解を
得るための特集を行います。

回数 2

障がいのある人が地域で自
立して生活できるよう、地域住
民に対し市広報や市の広報
番組等で障がいについての
理解を得るための特集を行い
ます。

障がいのある人が地域で自
立して生活できるよう、地域住
民に対し市広報や市の広報
番組等で障がいについての理
解を得るための特集を行いま
した。
市広報で特集 1回
市行政情報番組で特集（手話
付き） 1回

市広報や市の広報番組で障
がいに関する特集を行うこと
により、地域住民に障がいに
ついての理解を深めてもらう
ことができました。今後も障が
いのある人が住み慣れた地
域で自立して生活できるよう、
あらゆる機会を通じて地域住
民への啓発を行っていきま
す。

回数 2

25

②地域での
自立生活に
向けた住宅
確保の推進

住宅課

障がいのある人をはじめとす
る住宅確保要配慮者の自立生
活に向けた住宅確保の支援を
行うため、不動産関係団体、
社協、ＮＰＯと協力して、三重
県居住支援連絡会で協議をし
ていきます。また、住宅相談会
を実施して福祉部局との連携
を図ります。

回数 3

障がいのある人をはじめとす
る住宅確保要配慮者の自立
生活に向けた住宅確保の支
援を行うため、不動産関係団
体、社協、ＮＰＯと協力して、
三重県居住支援連絡会で協
議をしていきます。また、住宅
相談会を実施して福祉部局と
の連携を図ります。

三重県居住支援連絡会に参
加し、障がいのある人をはじ
めとする住宅確保要配慮者の
自立生活に向けた住宅確保
の支援などについて協議を行
いました。11月28日には、伊
賀市で住宅相談会を開催し、
社協や、福祉団体の協力を得
て、不動産団体、NPOとともに
住宅確保要配慮者への支援
や相談を実施しました。

三重県居住支援連絡会では、
障がいのある人をはじめとす
る住宅確保要配慮者の把握
や現状について理解し、社協
など福祉団体との連携体制強
化を図ることができました。ま
た、住宅相談会では、相談者
の福祉相談を併せて行い、ア
ンケートや相談内容の結果か
ら、今後の住宅支援活動を強
化する必要性を認識しまし
た。

回数 3

２生活
を支
援する
サービ
スの
推進

（４）経済
的な自立
に向けた
支援

25
①年金、手
当等の充実

保険年
金課

日本年金機構と協力・連携し、
障害年金に関する諸届につい
て、届出に係る内容説明等の
支援をしていきます。また、市
広報及び行政情報番組で、制
度についての周知を行いま
す。

回数 2

日本年金機構と協力・連携
し、障害年金に関する諸届に
ついて、届出に係る内容説明
等の支援をしていきます。ま
た、市広報及び行政情報番組
で、制度についての周知を行
います。

日本年金機構と連携し、障害
年金受給者の現況届等の諸
届を支援するとともに、未届者
に対し勧奨を行いました。ま
た、障害年金に関する記事を
広報いが市に掲載し周知を行
いました。

障害基礎年金の裁定請求が
36件あり、年金機構へ進達す
るとともに、現況届の未提出
者には、説明のうえ勧奨を行
いました。また、障害年金請
求者のために、年金機構が案
内パンフレットを作成し、請求
手続きがわかりやすくなりまし
た。

回数 2

25
①年金、手
当等の充実

障がい
福祉課

重度障害者福祉手当及び重
度障害児福祉手当を支給し、
障がいのある人やその保護者
の経済的な負担軽減を図りま
す。

人数 272

重度障害者福祉手当及び重
度障害児福祉手当を支給し、
障がいのある人やその保護
者の経済的な負担軽減を図り
ます。

重度障害者福祉手当及び重
度障害児福祉手当の支給を
行いました。
障害者福祉手当183人
障害児福祉手当89人

手当を支給することにより、障
がいのある人やその保護者
の経済的な負担を軽減するこ
とができました。今後も障がい
のある人やその家族の負担
軽減を図るため、制度の周知
に努めます。

人数 272

25

②医療費等
の自己負担
軽減のため
の制度の充
実

保険年
金課

障がいのある人の医療費が増
加しているため、継続して助成
を行い,負担軽減を図ります。
また、県事業の対象者拡大や
制度充実を要望していきます。

なし

障がいのある人の医療費が
増加しているため、継続して
助成を行い,負担軽減を図りま
す。また、県事業の対象者拡
大や制度充実を要望していき
ます。

障がいのある人の医療費が
増加しているため、継続して
助成を行い負担軽減を図りま
した。また、県事業の対象者
拡大や制度充実を要望しまし
た。

市単で実施している精神障が
いのある人の医療費が増加し
ています。継続的な助成が必
要なので、県補助事業となる
よう引き続き要望していきま
す。

なし
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25
③金銭管理
に関する支
援の推進

地域包
括支援

セン
ター

障がい者相談支援センターに
おいて、金銭管理に関する相
談に対応し、生活の安定を目
指します。必要な人には、成年
後見制度や日常生活自立支
援事業の利用を進めます。

金銭管
理に関
する
相談
件数

650

障がい者相談支援センターに
おいて、金銭管理に関する相
談に対応し、生活の安定を目
指します。必要な人には、成
年後見制度や日常生活自立
支援事業の利用を進めます。

障がい者相談支援センターに
おいて、金銭管理に関する相
談に対応し、生活の安定を目
指しました。必要な人には、成
年後見制度や日常生活自立
支援事業の利用を進めまし
た。

判断能力に不安のある人等
の金銭管理の支援を行うこと
で、生活の安定を図ることが
できました。

金銭管
理に関
する
相談
件数

634

3保
健・医
療・福
祉分
野の
連携
体制
の強
化

（１）健康づ
くりへの支
援

27
①主体的な
健康づくりの
推進

健康推
進課

健康づくりや介護予防をテーマ
とした出前講座を各地域の老
人クラブや各種団体において
開催し、日常生活の中で自分
自身や家族の健康管理につな
がるよう支援します。
・出前講座回数

回数 150

健康づくりや介護予防をテー
マとした出前講座を各地域の
老人クラブや各種団体におい
て開催し、日常生活の中で自
分自身や家族の健康管理に
つながるよう支援します。
・出前講座回数

健康づくりや疾病予防をテー
マとした出前講座を、各地域
の老人クラブや各種団体にお
いて開催しました。また「まち
の講師」出前講座を働く世代
向けに活用してもらうことがで
きました。

各地域老人クラブや各種団体
において開催した出前講座で
は、生活習慣改善の必要性
や健康の大切さに気付いても
らう機会となりました。また、
「まちの講師」出前講座も活用
して、継続した健康づくりに取
り組むきっかけとなりました。

回数 145

27
②保健サー
ビスの利用
促進

健康推
進課

広報紙、ケーブルテレビ、ホー
ムページ等を通じて広く健康に
関する情報発信や保健事業の
紹介や案内をします。
広報紙、ケーブルテレビ、ホー
ムページ、フェイスブック等啓
発回数

回数 200

広報紙、ケーブルテレビ、
ホームページ等を通じて広く
健康に関する情報発信や保
健事業の紹介や案内をしま
す。
広報紙、ケーブルテレビ、
ホームページ、フェイスブック
等啓発回数

広報誌、ケーブルテレビ、ホー
ムページ、フェイスブック等を
通じて広く健康に関する情報
発信や保健事業の紹介や事
業をしました。

事業や季節に応じた健康情報
の提供を行うことで、健康づく
りに役立ててもらうことができ
ました。また、事業紹介を広く
行うことで、参加者増加の効
果が見られました。

回数 206

27
③こころの健
康づくりへの

支援

健康推
進課

こころの健康についての教室
や講座などの事業を実施し、こ
ころの病気についての理解や
知識の普及を進めます。
・こころの健康についての啓発
事業の参加者数

実人数 400

こころの健康についての教室
や講座などの事業を実施し、
こころの病気についての理解
や知識の普及を進めます。
・こころの健康についての啓
発事業の参加者数

こころの健康づくり講演会や
啓発を実施し、こころの病気
への理解や知識の普及、相
談場所の紹介を行いました。
7/20～30企業におけるメンタ
ルヘルス研修　213名
9/19こころの健康教室　30名
11/14白鳳高校文化祭でここ
ろの健康について啓発　120
名
2/20こころの健康講演会　20
名

自身のこころの健康状態に気
付き、不調のときの相談先な
どを知ってもらうことができま
した。

実人数 383
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事業予定 事業の実施内容 事業の効果・課題 指標 実績

事業実
施課

備考
元年度
目標値

指標
第3次計画　実施事業の進捗状況（Ｈ30年度）実績

元年度事業予定方向性
目
標
Ⅰ

基本
方針

基本計画
計画

ページ

3保
健・医
療・福
祉分
野の
連携
体制
の強
化

（２）保健・
医療・福祉
分野の連
携体制の
強化

27

①保健・医
療・福祉分野
の連携体制
の強化

地域包
括支援

セン
ター

保健・医療・福祉分野がスムー
ズに連携するためには、それ
らのサービスを橋渡しする介
護支援専門員（ケアマネ
ジャー）の役割が重要です。
様々な障がいを理解し適切な
支援機関へつなげられるよう、
事例検討会等を開催し、介護
支援専門員の資質の向上を図
ります。

回数 9

保健・医療・福祉分野がス
ムーズに連携するためには、
それらのサービスを橋渡しす
る介護支援専門員（ケアマネ
ジャー）の役割が重要です。
様々な障がいを理解し適切な
支援機関へつなげられるよ
う、事例検討会等を開催し、
介護支援専門員の資質の向
上を図ります。

居宅介護支援事業所のケア
マネジャーを対象に事例検討
会や研修会を開催し、介護支
援専門員の資質の向上を図り
ました。
研修会では、65歳到達時の障
がい者福祉制度によりサービ
スを受けている人の介護保険
との関連についての研修を行
い、障がい者への支援につい
て学ぶ機会を設けました。
・研修会開催：3回（延158人出
席）
・事例検討会開催：6回（延77
人出席）

ケアマネジャーを対象に、い
わゆる65歳到達時における障
がい者への支援について研
修会を開催することにより、制
度への理解を深めることがで
き、適正に支援することができ
ます。
さらに、保健・医療・福祉分野
がスムーズに連携するために
は、ケアマネジャーの資質向
上が求められます。

回数 9

27

①保健・医
療・福祉分野
の連携体制
の強化

医療福
祉政策

課

引き続き、「保健・医療・福祉分
野の連携検討会」を開催しま
す。
また、平成28年度から取り組
んでいる「在宅患者の薬の管
理のしくみづくり」については、
「お薬手帳」を連携ツールとし
て、具体的な連携の取り組み
の検討を行います。

開催状
況

1

引き続き、「保健・医療・福祉
分野の連携検討会」を開催し
ます。
また、平成28年度から取り組
んでいる「在宅患者の薬の管
理のしくみづくり」について
は、連携検討会において事業
の状況把握を行うとともに、専
門職による連携強化に向けた
改善点の整理等を行います。

保健・医療・福祉分野の連携
検討会での協議により、在宅
患者の薬の管理のしくみづく
りに関する取り組みをすすめ
るとともに、進捗状況等の把
握を行いました。
７月：本事業に関する専門職
アンケートの実施
１１月：お薬手帳カバーの配布
依頼（医療機関、薬局）
３月：市広報紙で、本事業に
関する特集を掲載

専門職アンケートからも、保
健・医療・福祉関係者による
連携の高まりが見えてきまし
たが、地域包括ケアシステム
の構築に向け、引き続き、医
療や介護・福祉関係者間の連
携強化に取り組むとともに、市
民の理解を高めるための啓発
を行う必要があります。

開催
状況

1
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６段階評価(達成率)
ＡＡ 計画の内容を１００％を越えて
実施
Ａ　計画の内容を１００％実施
Ｂ　計画の内容を７０％以上１００％

事業予定 事業の実施内容 事業の効果・課題 指標 実績

1一生
涯を
通じた
生活
支援
システ
ムの
確立

（１）発達
支援体制
の確立・推
進

29
①発達支援
システムの
構築

健康推
進課

全ての乳幼児が健康診査を受
診できるように勧奨し、障がい
の早期発見に努めます。また、
各種相談や医療・療育につな
げられるよう医師会など関係
機関と連絡・連携を強化し切れ
目ないサービスの提供を実施
します。

3歳児
健診の
受診率

97

全ての乳幼児が健康診査を
受診できるように勧奨し、障が
いの早期発見に努めます。ま
た、各種相談や医療・療育に
つなげられるよう医師会など
関係機関と連絡・連携を強化
し切れ目ないサービスの提供
を実施します。

各種母子保健事業を通じて、
乳幼児健診の受診を促し、児
の発育発達状況の把握及び
保護者の相談に応じました。
また精密検査が必要な場合
受診を勧奨、医療機関や保育
園・幼稚園、こども発達支援セ
ンター等との連携に努めまし
た。

3歳児健診の受診率を向上さ
せて、発育発達状況を把握す
るとともに、保育所・幼稚園や
こども発達支援センター等各
機関との連携の強化が必要
です。

3歳児
健診の
受診率

97

29
①発達支援
システムの
構築

こども
未来課

保育所（園）・幼稚園への訪問
について、年中児には5歳児発
達相談を市内全保育所（園）、
幼稚園で実施し、年長児には
小学校への就学時期や進級
の時期に教育委員会と連携し
ながら、重点的に訪問します。

回数 661

保育所（園）・幼稚園への訪問
について、対象（年長児･年中
児）を決めて訪問します。
保育所(園）から小学校への就
学時期や進級の時期につい
ても、教育委員会と連携しな
がら、重点的に訪問します。ま
た、５歳児発達相談事業を市
内全保育所（園）、幼稚園で実
施します。

保育所（園）・幼稚園への訪問
について、対象（年長児･年中
児）を決めて訪問しました。ま
た、保育所(園）から小学校へ
の就学時期や進級の時期に
ついても、教育委員会と連携
しながら、重点的に訪問しまし
た。５歳児発達相談事業を全
園で実施することで、就学に
向けての支援を実施しまし
た。

５歳児発達相談の実施により
就学までの支援システムがで
き、相談や支援が必要な場合
の対応がスムーズになりまし
た。

回数 661

29
①発達支援
システムの
構築

学校教
育課

一人ひとりのニーズに応じた途
切れのない支援を行うため、こ
ども発達支援センター等の関
係機関と連携し、教育相談、発
達検査等の巡回相談を実施し
ます。

回数 220

一人ひとりのニーズに応じた
途切れのない支援を行うた
め、こども発達支援センター
等の関係機関と連携し、教育
相談、発達検査等の巡回相
談を実施します。

臨床心理士やこども発達支援
センターに依頼し、発達検査
や保護者相談などの巡回相
談を年間220回実施しました。

発達検査や保護者相談等を
通して、児童生徒一人ひとり
に応じた適切な支援にいかす
ことができました。今後も、計
画的に実施する必要がありま
す。

回数 220

29
①発達支援
システムの
構築

障がい
福祉課

保健･福祉･保育･教育の各担
当者が情報を共有し当事者の
現状を把握するため関係機関
の協議の場を設置します。

参加事
業所数

17

保健･福祉･保育･教育の各担
当者が情報を共有し当事者の
現状を把握するため関係機関
の協議の場を設置します。

障がい者地域自立支援協議
会療育支援担当者連絡会に
おいて、保健・医療・福祉・保
育・教育等の関係機関が途切
れのない支援のしくみを構築
するための情報共有等を行い
ます。
参加事業所　12×1回
医療的ケア児の支援に対して
支援状況の把握を行い支援
体制の構築に向け協議を行っ
た。　5関係所属課

連絡会を開催することで関係
機関での情報共有や現状把
握等も行い、課題を確認する
ことも出来ました。
今後、支援を必要とする人に
対し身近な場所で提供する体
制の構築等を検討する協議
の場を設置する必要がありま
す。

参加事
業所数

17

事業実
施課

備考

Ⅱ
　
生
涯
を
通
じ
て
社
会
参
加
で
き
る
共
生
の
し
く
み
を
つ
く
る

目
標
Ⅱ

基本
方針

目標Ⅱ　生涯を通じて社会参加できる共
生のしくみをつくる

2018（H30）年度　実施事業の進捗状況
方向性

計画
ページ

基本計画 元年度事業予定 指標
元年度
目標値
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事業予定 事業の実施内容 事業の効果・課題 指標 実績

事業実
施課

備考
目
標
Ⅱ

基本
方針

2018（H30）年度　実施事業の進捗状況
方向性

計画
ページ

基本計画 元年度事業予定 指標
元年度
目標値

29
②発達障が
い児等に対
する支援

健康推
進課

乳幼児期の健診など母子保健
事業を通じて、発達障がい児
を早期発見し、経過観察や育
児支援を行う場を提供します。
また専門機関との連携により
早期に療育につなげられるよ
う支援を行います。
・にこにこ広場
・2歳児相談等の開催

回数 71

乳幼児期の健診など母子保
健事業を通じて、発達障がい
児を早期発見し、経過観察や
育児支援を行う場を提供しま
す。また専門機関との連携に
より早期に療育につなげられ
るよう支援を行います。
・にこにこ広場
・2歳児相談等の開催

1歳６か月健診で要観察となっ
た児の事後相談（２歳児相談）
を実施し、経過観察を行うとと
もに保護者の相談に応じまし
た。また要経観児の教室（にこ
にこ広場）を実施し、保護者へ
の育児支援・相談を実施、必
要に応じ専門機関への紹介・
連絡等を行いました。

保護者の相談に応じるスキル
を向上させ、また専門機関と
の連携を強化し、必要時早期
に療育等につなげられるよう
に体制を作る必要がありま
す。 回数 67

29
②発達障が
い児等に対
する支援

こども
未来課

学校や保育所（園）等が行う事
例検討会や職員研修等に協
力します。
また、保育士対象の研修会を
企画し実施します。

参加者
数

471

学校や保育所（園）等が行う
事例検討会や職員研修等に
協力します。

学校や保育所（園）等が行う
事例検討会や職員研修等に
協力しました。

子どもの発達という視点から
子どもの困り感を把握し、学
校や保育所（園）等、生活場
面での個別支援につながるよ
うになりました。
実施回数　29回

参加者
数

471

29
②発達障が
い児等に対
する支援

学校教
育課

支援の必要な児童生徒につい
て「さぽーとファイル」等利用し
ながら「個別の指導計画」や
「個別の教育支援計画」を作成
し、個々のニーズにあった適切
な切れめのない支援を行うた
めに活用します。

個所数 ３１

支援の必要な児童生徒につ
いて「さぽーとファイル」等利
用しながら「個別の指導計画」
や「個別の教育支援計画」を
作成し、個々のニーズにあっ
た適切な切れめのない支援を
行うために活用します。

31校において、特別支援学級
籍の児童生徒について、「個
別の教育支援計画」「個別の
指導計画」を作成しました。

「個別の教育支援計画」「個別
の指導計画」を作成し、個々
のニーズにあった支援を行う
ことができました。今後は、通
常の学級における発達に課
題のある児童生徒も含めた、
支援計画や指導計画の作成
をさらに進めていく必要があり
ます。

活用率 100

30
③地域の学
校と連携強
化

障がい
福祉課

保健･福祉･保育･教育の各担
当者が情報を共有し当事者の
現状を把握するため関係機関
の協議の場を設置します。

参加事
業所数

17

保健･福祉･保育･教育の各担
当者が情報を共有し当事者の
現状を把握するため関係機関
の協議の場を設置します。

障がい者地域自立支援協議
会療育支援担当者連絡会に
おいて、保健・医療・福祉・保
育・教育等の関係機関が途切
れのない支援のしくみを構築
するための情報共有等を行い
ます。
参加事業所　12×1回
医療的ケア児の支援に対して
支援状況の把握を行い支援
体制の構築に向け協議を行っ
た。　5関係所属課

連絡会を開催することで関係
機関での情報共有や現状把
握等も行い、課題を確認する
ことも出来ました。
今後、支援を必要とする人に
対し身近な場所で提供する体
制の構築等を検討する協議
の場を設置する必要がありま
す。

参加事
業所数

17

1一生
涯を
通じた
生活
支援
システ
ムの
確立

（２）自立し
た地域生
活のため
の支援 30

①自立した
地域生活の
ための支援

地域包
括支援

セン
ター

障がい者相談支援センターに
相談支援専門員を配置し、障
がいのある人の生活相談や就
労相談を行います。 相談

件数
8,500

障がい者相談支援センターに
相談支援専門員を配置し、障
がいのある人の生活相談や
就労相談を行います。

障がい者相談支援センターに
相談支援専門員を配置し、障
がいのある人の生活相談や
就労相談を行いました。

障がいのある人が地域で自
立した生活が送れるように、
関係機関と連携し支援を行い
ました。障がいのある人が就
労を継続するためには、職場
の理解を進める必要がありま
す。

相談
件数

8,426

Ⅱ
　
生
涯
を
通
じ
て
社
会
参
加
で
き
る
共
生
の
し
く
み
を
つ
く
る
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事業予定 事業の実施内容 事業の効果・課題 指標 実績

事業実
施課

備考
目
標
Ⅱ

基本
方針

2018（H30）年度　実施事業の進捗状況
方向性

計画
ページ

基本計画 元年度事業予定 指標
元年度
目標値

1一生
涯を
通じた
生活
支援
システ
ムの
確立

（３）高齢に
なった障が
いのある
人への支
援 30

①高齢になっ
た障がいの
ある人への
支援

障がい
福祉課

障がい者地域自立支援協議
会や障がい者相談支援セン
ター会議において、高齢になっ
た障がいのある人への支援に
ついて検討します。 回数 17

障がい者地域自立支援協議
会や障がい者相談支援セン
ター会議において、高齢に
なった障がいのある人への支
援について検討します。

障がい者地域自立支援協議
会や障がい者相談支援セン
ター会議において、高齢に
なった障がいのある人への支
援についての協議を行いまし
た。
相談部会　12回
センター調整会議　5回

高齢になった障がいのある人
の支援については、計画相談
支援の中で早い段階から介
護保険サービスの利用も含め
てその人のニーズに沿った支
援を行えるよう高齢者担当機
関や計画相談事業所と連携し
今後も検討していきます。

回数 17

30

①高齢になっ
た障がいの
ある人への
支援

介護高
齢福祉

課

65歳以上となる障がい者につ
いて、必要に応じて介護サー
ビスや高齢者サービスへ円滑
に移行するため、市民や関係
者へ制度の啓発を行います。

回数 1

65歳以上となる障がい者につ
いて、必要に応じて介護サー
ビスや高齢者サービスへ円滑
に移行するため、市民への制
度の啓発を行います。あわせ
て障がい福祉課と常に連携を
図ります。

介護・高齢者サービスの施策
を広報、ＨＰ等で随時周知しま
した。
また、障がい福祉課との連携
を密にし、円滑な移行に努め
ました。

障がい福祉課と連携し、制度
の啓発や周知を図ったため、
円滑な移行に繋がり易くなり
ました。
同時に、65歳到達で直ちに介
護サービス利用となるのでは
なく、サービスを利用できる状
況に、本人、家族、支援者等
が共通の理解と認識をもつこ
とが必要であり、また、担当者
会議等での十分な打合せが
不可欠だという課題が見えて
きました。

回数 1

31

②医療・介
護・予防・住
まい・生活支
援が一体的
に提供される
地域包括ケ
アシステムづ
くり

医療福
祉政策

課

第4次地域福祉計画において
も、地域包括ケアシステムの
推進については、取り組んで
いく必要があることから、「健康
福祉関係計画調整会議」を数
回開催する予定であり、地域
包括ケアシステムの推進に関
する事項も協議する予定で
す。

開催状
況

1

健康福祉に関する計画（子ど
も、障がい、高齢、介護、健
康、地域福祉）の連携調整を
行う「健康福祉関係計画調整
会議」を開催するとともに、昨
年度構築することができた地
域包括ケアシステムの推進に
向けて取り組みます。

地域支援及び個別支援の双
方向から抽出された地域課題
について、地域課題を共有す
るとともに、施策として反映さ
せることを目的に福祉施策調
整会議を開催しました。

福祉施策調整会議は開催し
ていますが、開催数も限られ
ており、庁内連携の体制につ
いては考慮していく必要があ
ります。また、計画調整会議
については計画策定のタイミ
ング等もあることから開催しま
せんでした。 開催

状況
0
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２早期
療育と
保育
の充
実

（１）障がい
児の早期
療育の充
実

33
①母子保健・
発達相談体
制の充実

健康推
進課

妊娠届けの機会や乳幼児相
談、こんにちは赤ちゃん訪問な
ど各種母子保健事業の機会を
通じて、乳幼児健診の受診を
促し、障がいのある子どもの早
期発見・専門機関への紹介な
どの支援につなげられるように
努めます。
･1歳6か月児健診

1歳6
ヶ月健
診の受
診率

98

妊娠届けの機会や乳幼児相
談、こんにちは赤ちゃん訪問
など各種母子保健事業の機
会を通じて、乳幼児健診の受
診を促し、障がいのある子ど
もの早期発見・専門機関への
紹介などの支援につなげられ
るように努めます。
･1歳6か月児健診

各種母子保健事業を通じて、
乳幼児健診の受診を促し、児
の発育発達状況の把握及び
保護者の相談に応じました。
必要に応じ、事後相談や教
室、専門機関の紹介等を行い
ました。

3歳児健診の受診率を向上さ
せて、発育発達状況を把握す
るとともに、保育所・幼稚園や
こども発達支援センター等各
機関との連携の強化が必要
です。

1歳6
ヶ月健
診の受
診率

98

33
①母子保健・
発達相談体
制の充実

保育幼
稚園課

全ての保育所（園）において、
こども発達支援センターとの連
携を密にし、障がいのある子ど
もや発達に支援が必要な子ど
もを早期に発見し、各機関と連
携しながら適切な療育や支援
につなげていきます。子育て世
代包括支援センターの中でも、
子どもや保護者、家庭の状況
の情報を共有しながら、相談
体制を充実します。

箇所数 30

全ての保育所（園）においてこ
ども発達支援センターとの連
携を密にし、障がいのある子
どもや発達に支援が必要な子
どもを早期に発見し、各機関
と連携しながら適切な療育や
支援につなげていきます。保
護者の不安や疑問、心配な気
持ちを受け止め、それぞれの
機関と連携しながら相談体制
を充実します。

障がいのある子どもや発達に
支援が必要な子どもを早期に
発見し、適切な療育や支援に
つなげていくために、伊賀市
内全ての保育所（園）、幼稚
園、認定こども園を発達支援
センターと共に訪問し連携を
密にしました。発達支援セン
ター等開催の研修や専門機
関の巡回訪問に保育士が同
行し、実際の子どもの事例検
討会参加など積極的な参加を
促し職員の質の向上を図りま
した。

発達支援センター開催の勉強
会や研修、専門機関の研修、
保育所（園）内研修に積極的
に参加し、発達について学ぶ
ことで障がいのある子どもや
支援が必要な子どもの特性や
関わり方、支援の仕方などを
学び丁寧に関わることができ
るようになりました。今後も適
切な関わり方ができるよう職
員の質の向上に努めます。子
どもに関わる全ての職員が研
修に参加できるようにすること
が課題です。

箇所数 30

33
①母子保健・
発達相談体
制の充実

学校教
育課

障がいのある子どもや発達に
支援が必要な子どもを早期に
適切な支援につなげるため、
障がいや発達について気軽に
相談できるよう、教育相談を実
施します。

回数 5

障がいのある子どもや発達に
支援が必要な子どもを早期に
適切な支援につなげるため、
障がいや発達について気軽
に相談できるよう、教育相談
を実施します。

教育相談をゆめぽりすセン
ターにおいて5日間実施しまし
た。
7月23日（月）・7月24日（火）
7月26日（木）・7月27日（金）
7月30日（月）

教育相談を通して、発達に課
題のある子どもを早期に適切
な支援につなげることができ
ました。今後も、引き続き教育
相談を実施し、適切な教育支
援へつなげる必要がありま
す。

回数 5

33
②早期療育
体制の充実

こども
未来課

身近な地域で、個別に専門的
な療育を受けられるような支援
体制の構築に向け、専門機関
や医療分野との連携体制につ
いて検討します。 回数 10

身近な地域で、個別に専門的
な療育を受けられるような支
援体制の構築に向け、専門職
の確保及び医療分野も含め
必要となる支援についての情
報収集をしながら検討します。

身近な地域で、個別に専門的
な療育を受けられるような支
援体制の構築に向け、専門職
の確保及び医療分野も含め
必要となる支援についての情
報収集をしながら検討しまし
た。

身近な地域で個別に専門的
な支援を受けることができるよ
うに、引き続き検討の場は必
要です。
（庁内検討会）2回
(関連機関との検討)５回

回数 7
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33

③発達に関
する保護者
等の理解の
推進

健康推
進課

こんにちは赤ちゃん訪問を実
施し、早期から心身の発育に
ついて支援する母子保健事業
を紹介し、事業への参加を促し
ます。乳幼児相談や各種教室
など発達段階に応じた母子保
健事業を開催し、保護者から
の発達や育児に関する相談を
受けるとともに発達についての
理解を促す機会とします。
・こんにちは赤ちゃん訪問

こんにち
は赤ちゃ
ん訪問

率

100

こんにちは赤ちゃん訪問を実
施し、早期から心身の発育に
ついて支援する母子保健事業
を紹介し、事業への参加を促
します。乳幼児相談や各種教
室など発達段階に応じた母子
保健事業を開催し、保護者か
らの発達や育児に関する相談
を受けるとともに発達につい
ての理解を促す機会としま
す。
・こんにちは赤ちゃん訪問

こんにちは赤ちゃん訪問を実
施、母子保健事業等の情報を
提供し参加を促しました。乳幼
児相談や各種教室など発達
段階に応じた事業を実施、保
護者からの相談を受けるとと
もに、発達や育児について理
解を促すよう努めました。

保護者の発達に関する理解を
促す機会として、様々な母子
保健事業への参加を促せるよ
う周知するとともに、保護者か
らの相談に応じられるようスキ
ルを向上させることが必要で
す。

こんに
ちは赤
ちゃん
訪問率

99

33

③発達に関
する保護者
等の理解の
推進

こども
未来課

依頼があれば保護者会やＰＴ
Ａ行事として、子どもの発達に
関する講演等を行います。

回数 5

依頼があれば保護者会やＰＴ
Ａ行事として、子どもの発達に
関する講演等を行います。

依頼に応じて保護者会やＰＴ
Ａ行事等で、子どもの発達に
関する講演等を行いました。

保護者等が子どもの育ちや発
達についての、理解を促進す
ることができました。

回数 5

33

③発達に関
する保護者
等の理解の
推進

学校教
育課

保育所（園）や幼稚園において
早期の段階で発見し、支援に
つなげるために、保育所（園）
や幼稚園、学校訪問を実施し
ます。

箇所数 54

保育所（園）や幼稚園におい
て早期の段階で発見し、支援
につなげるために、保育所
（園）や幼稚園、学校訪問を実
施します。

保育所・保育園・幼稚園、小
学校合わせて５４校（園）訪問
し、発達に課題のある子ども
の状況を把握し、教育（就学）
相談を実施しました。

保育所、保育園、幼稚園、学
校訪問を通して、発達に課題
のある子どもの状況を把握
し、保護者とともに適切な支援
のあり方を考えることができま
した。

箇所数 54

1一生
涯を
通じた
生活
支援
システ
ムの
確立

（２）障がい
児保育の
充実

34
①障がい児
保育体制の
推進

保育幼
稚園課

早期に子どもの障がいや支援
の必要な子どもに気づき、一
人ひとりの障がいやニーズに
応じた発達支援を推進するた
め、各機関と連携しながら全て
の保育所（園）において障がい
児保育を継続して実施します。

箇所数 30

早期に子どもの障がいや支援
の必要な子どもに気づき、一
人ひとりの障がいやニーズに
応じた発達支援を推進するた
め、各機関と連携しながら全
ての保育所（園）において障
がい児保育を継続して実施し
ます。

早期に子どもの障がいや発達
に支援が必要な子どもに気づ
き、子ども一人ひとりの障がい
やニーズに応じた発達支援を
推進しました。全ての保育所
（園）において障がい児保育を
継続して実施します。

一人ひとりの子どもに丁寧に
関わる「障がい児保育」を継
続して行うため、引き続き保
育士を確保することに努めま
す。 箇所数 30

34
②専門機関
等との連携
強化

こども
未来課

児童の発達に関して専門の知
識をもつ機関と保育所（園）、
学校等へ巡回訪問を行いま
す。

回数 50

児童の発達に関して専門の知
識をもつ機関からの巡回訪問
を行います。

児童の発達に関して専門の知
識をもつ機関から、言語聴覚
士、理学療法士、臨床心理士
等専門職と保育所(園）、幼稚
園や学校へ巡回訪問を行い
ました。

児童の発達に関して専門の知
識を持つ専門職と保育所
(園）、幼稚園、学校へ巡回訪
問を行うことで、保育士や教
員等がより専門的、具体的な
助言を受けることができ日ご
ろの関わりの参考になりまし
た。

回数 48
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（１）特別
支援教育
の充実

36
①就学指導
教育の充実

学校教
育課

関係機関と連携し、就学時の
支援状況を把握するとともに
情報を共有し、適切な支援に
つなげます。

教育支援委員会開催数：5回

回数 5

関係機関と連携し、就学時の
支援状況を把握するとともに
情報を共有し、適切な支援に
つなげます。

教育支援委員会開催数：5回

専門医や児童相談所、支援
学校、福祉部局等と連携し、
教育支援委員会を年間で5回
実施しました。
5月24日（木）・9月6日（木）
9月13日（木）・10月25日（木）
11月1日（木）

関係機関と支援状況について
情報共有するとともに、一人
ひとりに応じた適切な支援に
つなげることができました。

回数 5

36

②地域の学
校での特別
支援教育の
充実

学校教
育課

一人ひとりのニーズに対応で
きるよう、個別の教育支援計
画に基づき、特別支援コーディ
ネーターが中心となって特別
支援教育を推進するとともに、
必要に応じて教育支援員等の
配置に努めます。

人数 44

一人ひとりのニーズに対応で
きるよう、個別の教育支援計
画に基づき、特別支援コー
ディネーターが中心となって特
別支援教育を推進するととも
に、必要に応じて教育支援員
等の配置に努めます。

教育支援員、特別支援教育
支援員を44名配置しました。
また、予算の都合をつけて追
加配置も行いました。

教育支援員を配置することに
より、支援の必要な児童生徒
の個々のニーズに応じた支援
を行うことができました。支援
の必要な児童生徒の増加にと
もない、今後も人的確保に努
める必要があります。

人数 44

36

③特別支援
学校や専門
機関等との
連携強化

学校教
育課

教育相談や事例検討会等にお
いて、一人ひとりの適切な支援
へつなげるため、関係機関と
連携し取り組みます。

学校数：31校

回数 31

教育相談や事例検討会等に
おいて、一人ひとりの適切な
支援へつなげるため、関係機
関と連携し取り組みます。

学校数：31校

31校において、特別支援学級
籍の児童生徒について、「個
別の教育支援計画」「個別の
指導計画」を作成し関係機関
と連携して校内委員会、事例
検討会を行いました。

特別支援学校、こども発達支
援センター、名張育成園等の
関係機関と連携して校内委員
会、事例検討会などで専門的
なアドバイスを受け児童生徒
の理解を深め適切な支援へ
つなげました。

回数 31

３学齢
期の
子ども
の教
育・療
育の
推進

（２）放課
後や長期
休業中の
活動の場
の確保 37

①放課後児
童クラブにお
ける受入れ
の推進

こども
未来課

障がいのある児童について、
ニーズに応じた受け入れがで
きるように、放課後児童クラブ
に加配の支援員をおきます。

箇所数 19

障がいのある児童について、
ニーズに応じた受け入れがで
きるように、放課後児童クラブ
に加配の支援員をおきます。

支援が必要な児童について、
ニーズに応じた受け入れがで
きるよう、支援員の加配を行
いました。

支援が必要な児童が安全・安
心に過ごすための配慮ができ
るよう支援員の加配を行い、
ニーズに応じた受け入れを行
いました。
対象児童は年々増加傾向に
あり、今後の受入体制につい
て引き続き検討が必要です。

箇所数 17

37

②日中一時
支援事業等
障害福祉
サービスの
充実

障がい
福祉課

障がいのある児童の日中一時
支援事業を実施し、放課後や
長期休業中の活動の場を確保
します。

利用者
数

259

障がいのある児童の日中一
時支援事業を実施し、放課後
や長期休業中の活動の場を
確保します。

長期休暇中の日中における
活動の場を確保、家族の就労
支援及び日常介護している人
の一時的な休息による負担軽
減を図ることを目的とした事業
に対し、場の確保や広報活動
等を行いました。
日中一時支援事業　119人
放課後等デイサービス 140人

年々増加する利用者に対応
し、事業所の整備も進んだた
め利用者実績も急増していま
す。
しかし、低年齢児や外国籍の
児童など利用者の多様性もあ
りさまざまな課題も生じていま
す。

利用
者数

259

３学齢
期の
子ども
の教
育・療
育の
推進

14ページ



事業予定 事業の実施内容 事業の効果・課題 指標 実績

事業実
施課

備考
目
標
Ⅱ

基本
方針

2018（H30）年度　実施事業の進捗状況
方向性

計画
ページ

基本計画 元年度事業予定 指標
元年度
目標値

４就労
支援
の推
進

（１）就労
支援ネット
ワークの
強化

38
①就労支援
ネットワーク
の強化

障がい
福祉課

商工労
働課

伊賀圏域障がい福祉連絡協
議会就労部会を開催し、各関
係機関によるネットワークを強
化するための協議を行い、障
がいのある人の一般就労を支
援します。

回数 5

伊賀圏域障がい福祉連絡協
議会就労支援部会を開催し、
各関係機関によるネットワー
クを強化するための協議を行
い、障がいのある人の一般就
労を支援します。

伊賀圏域障がい福祉連絡協
議会就労支援部会を開催す
ることにより、障がいのある人
の一般就労を支援するための
協議を行いました。
伊賀圏域就労部会　４回
事業所連絡会　１回

伊賀圏域（伊賀市・名張市）単
位で就労支援部会を行うこと
により、より多くの関係機関と
障がいのある人の就労支援
のためのネットワークをつくる
ことができました。

回数 5

39

②総合的な
相談支援と
コーディネー
トの充実

障がい
福祉課

障がい者地域自立支援協議
会相談部会や伊賀圏域障が
い福祉連絡協議会就労支援
部会を開催し、障がいのある
人の就労に関する相談支援と
コーディネートの充実を図るた
め、各関係機関との連携を強
化します。

回数 5

障がい者地域自立支援協議
会相談部会や伊賀圏域障が
い福祉連絡協議会就労支援
部会を開催し、障がいのある
人の就労に関する相談支援と
コーディネートの充実を図るた
め、各関係機関との連携を強
化します。

伊賀圏域障がい福祉連絡協
議会就労支援部会を開催す
ることにより、障がいのある人
の一般就労を支援するための
協議を行いました。
伊賀圏域就労部会　４回
事業所連絡会　１回

伊賀圏域（伊賀市・名張市）単
位で就労支援部会を行うこと
により、より多くの関係機関と
障がいのある人の就労支援
のためのネットワークをつくる
ことができました。

回数 5

39

③ジョブコー
チやジョブサ
ポーターの育
成

地域包
括支援

セン
ター

現在ジョブサポーターを利用し
ている10名は、就労も定着し、
職場の理解も得られていること
から、徐々に支援の回数を減
らし、障がい者就業・生活支援
センターに引継ぎを行っていき
ます。支援ケースの減少に伴
い、定例会議の開催回数も減
らしていきます。

ジョブサ
ポーター
定例会

議

8

月に1回、ジョブサポーター定
例会を開催します。会議で
は、ジョブサポーターの活動
内容を把握し、適切な支援が
行えるように、専門職による助
言、指導を行います。

月に1回、ジョブサポーター定
例会を開催しました。会議で
は、ジョブサポーターの活動
内容を把握し、適切な支援が
行えるように、専門職による助
言、指導を行いました。

定例会で、専門職による助
言、指導を行うことで、ジョブ
サポーターの支援スキルが向
上しました。 ジョブ

サポー
ター定
例会議

12

４就労
支援
の推
進

（２）企業
等におけ
る障がい
者雇用の
推進 39

①企業等へ
の啓発

障がい
福祉課

伊賀圏域障がい福祉連絡協
議会就労部会において、企業
に対し障害福祉サービス事業
所見学会や障がい者雇用に関
する研修会を開催し、障がい
者雇用のための啓発を行いま
す。

参加事
業所数

20

伊賀圏域障がい福祉連絡協
議会就労支援部会において、
企業の障害福祉サービス事
業所見学会や障がい者雇用
に関する研修会を開催し、障
がい者雇用のための啓発を
行います。

市内企業訪問し障がい者雇
用について啓発を行いまし
た。　　　　　　　　　　　20社
伊賀圏域障がい福祉連絡協
議会就労支援部会において、
障がい者雇用に関する研修
会の開催企画を検討しまし
た。

個別訪問等で啓発を行いまし
たが、就労支援部会において
企業に対して研修会の開催を
行うことができませんでした。
障がい理解を深めてもらう機
会の一つとして研修会等の開
催が必要だと考えています。

参加事
業所数

20

39
①企業等へ
の啓発

商工労
働課

人権啓発企業・事業所訪問の
際や伊賀市人権学習企業等
連絡会会員企業に対し、障が
い者雇用の促進のための啓発
を行います。

件数 290

人権啓発企業訪問の際、市
内の企業・事業所を訪問し、
障がい者雇用の促進のため
の啓発を行います。

人権啓発企業・事業所訪問の
際や伊賀市人権学習企業等
連絡会会員企業に対し、障が
い者雇用の促進のための啓
発を行いました。

啓発企業数：273社

障がい者雇用に関する助成
制度や障害者差別解消法に
関する情報提供ができまし
た。今後も継続して啓発を行
います。

件数 273
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39

②障がい者
雇用を行う企
業等に対す
る支援

障がい
福祉課

障がい者雇用の啓発のための
研修会等の機会をとらえて、障
がい者雇用に関する助成制度
の情報提供（パンフレットの配
布）を行います。

配布数 290

障がい者雇用の啓発のため
の研修会等の機会をとらえ
て、障がい者雇用に関する助
成制度の情報提供（パンフ
レットの配布）を行います。

人権啓発企業訪問の際に、障
がい者雇用に関する助成制
度について説明するとともに、
案内チラシを配布し情報提供
を行いました。

訪問した企業に対し助成制度
の情報提供ができました。

配布数 273

39

②障がい者
雇用を行う企
業等に対す
る支援

商工労
働課

人権啓発企業・事業所訪問の
際や伊賀市人権学習企業等
連絡会会員企業に対し、障が
い者雇用について説明すると
ともに助成制度等の案内チラ
シを配布し、情報提供を行いま
す。

件数 290

人権啓発企業訪問の際、市
内の企業・事業所を訪問し、
障がい者雇用について説明
するとともに、案内チラシを配
布し、情報提供を行います。

人権啓発企業・事業所訪問の
際や伊賀市人権学習企業等
連絡会会員企業に対し、障が
い者雇用について説明すると
ともに助成制度等の案内チラ
シを配布しました。
啓発企業数：273社

障がい者雇用に関する助成
制度等の情報提供ができまし
た。今後も継続して啓発を行
います。

件数 273

40

③行政機関
での障がい
者雇用の推
進

障がい
福祉課

市役所庁舎内等で特別支援学
級の職場体験等を行うことの
実施に向け調整検討を行いま
す。 人数 1

市役所庁舎内等で障がいの
ある人の職場実習事業を行う
とともに来年度以降の実習事
業のあり方を検討いたしま
す。

特別支援学校にむけ、市役所
庁内において職場体験等行
えないか協議、検討を行いま
した。

検討を行った結果、交通手段
等の課題があり職場体験の
実現は困難な状況です。
当課として障がい者雇用の推
進を図るため、次年度以降も
検討を行います。

人数 0

40

③行政機関
での障がい
者雇用の推
進

人事課

障害者の雇用の促進等に関す
る法律及び施行令で地方公共
団体に対し定められた雇用率
達成に向け、障がい者の雇用
を行います。なお正規職員の
障がい者枠について、本年度
は身体障がい者に限定せず、
精神・知的障がい者も含めた
募集を検討します。

雇用率 2.5

障害者の雇用の促進等に関
する法律及び施行令で地方
公共団体に対し定められた雇
用率達成に向け、障がい者の
雇用を行います。

改正された雇用率達成に向
け、正規職員また臨時職員の
障がい者の募集・採用を行い
ました。

今年度当初に計画していた正
規職員の募集については、応
募がなかったものの、追加募
集をすることで、身体障がい
者の採用につながりました。
今後平成33年4月には法定雇
用率がさらに0.1％引き上げら
れますので、引き続き障がい
者の雇用に努めていきます。

雇用率 2.52

40
④就労に向
けた訓練・実
習等の充実

障がい
福祉課

一般就労を希望する人のため
に、就労に必要な訓練を行う
就労移行支援を行います。

利用者
数

25

一般就労を希望する人のため
に、就労に必要な訓練を行う
就労移行支援を行います。ま
た、市における障がい者職場
実習事業の実施方法につい
ても検討を行います。

市内4箇所、市外１箇所の事
業所の利用者に就労移行支
援サービス給付を行いまし
た。
就労移行支援　利用者　29人

就労移行支援事業等活用し、
一般就労に向けた支援を行う
ことができました。

利用
者数

21

40
④就労に向
けた訓練・実
習等の充実

商工労
働課

ホームページにおいて、県施
策など就労に向けた職業訓練
などの情報を提供します。

回数 1

ホームページにおいて、県施
策など就労に向けた職業訓練
などの情報を提供します。

ホームページにおいて、職業
訓練などの情報提供を行いま
した。

今後も継続して情報提供を行
います。

回数 1
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40
⑤職場定着
のための支
援

地域包
括支援

セン
ター

平成30年度より福祉サービス
事業所による就労定着支援
サービスが開始されているた
め、新たに就労についた人に
は、このサービスの利用をす
すめていきます。現在ジョブサ
ポーターを利用している10名
は、就労も定着し、職場の理解
も得られていることから、徐々
に支援の回数を減らし、障が
い者就業・生活支援センターに
引継ぎを行っていきます。

件数 60

一般就労している障がい者を
対象に、ジョブサポーターを派
遣し、勤務上の悩みや不安の
相談を受けるなど、働きやす
い職場づくりのための支援を
行います。平成30年度より福
祉サービス事業所による就労
定着支援サービスが開始され
るため、当事業からの移行を
検討します。

5名のジョブサポーターによ
り、10名の一般就労をしてい
る障がい者の就労支援を行い
ました。利用者の職場での悩
み事を聞き、作業手順や作業
環境等について改善が必要
な場合は、障がい者就業・生
活支援センターに連絡し、職
場との調整を図っていただき
ました。

10名の障がい者は、ジョブサ
ポーターの支援を受けなが
ら、1年間就労を継続すること
ができました。就労が定着し、
職場の理解が得られている事
例については、ジョブサポー
ターの支援の必要性を検討
し、適正な支援に変更していく
必要があります。

件数 147

40
⑤職場定着
のための支
援

商工労
働課

人権啓発企業・事業所訪問の
際や伊賀市人権学習企業等
連絡会会員企業に対し、障が
い者の職場定着のための啓発
を行います。

件数 290

人権啓発企業訪問の際、市
内の企業・事業所を訪問し、
障がい者の職場定着のため
の啓発を行います。

人権啓発企業・事業所訪問の
際や伊賀市人権学習企業等
連絡会会員企業に対し、障が
い者の職場定着のための啓
発を行いました。

啓発企業数：273社

障がい者雇用に関する助成
制度や障害者差別解消法に
関する情報提供ができまし
た。今後も継続して啓発を行
います。

件数 273

４就労
支援
の推
進

（３）福祉
的就労の
推進

41
①日中活動
系サービス
等の充実

障がい
福祉課

一般企業での就労が困難な人
に働く場を提供する就労継続
支援を行います。

利用者
数

316

一般企業での就労が困難な
人に働く場を提供する就労継
続支援を行います。

就労移行支援事業等活用し、
一般就労に向けた支援を行う
ことができました。

企業での就労が難しい人の社
会参加の場の確保ができまし
た。
また、事業所連絡会を開催す
ることでサービスの充実に向
けた取り組みを行うことが出
来ました。

利用
者数

316

41
②就労事業
への支援

障がい
福祉課

伊賀圏域障がい福祉連絡協
議会就労部会において、就労
継続支援事業所の作業確保
や工賃向上について検討しま
す。

回数 5

伊賀圏域障がい福祉連絡協
議会就労支援部会において、
就労継続支援事業所の作業
確保や工賃向上について検
討します。

伊賀圏域障がい者福祉連絡
協議会事業所連絡会におい
て、各事業所の取組みについ
ての情報交換を行うとともに、
就労継続支援事業所の作業
確保についての協議を行いま
す。
就労部会　４回
事業所連絡会　１回

伊賀圏域で事業所連絡会を
開催することで、各就労支援
事業所がより多くの事業所と
情報交換を行い作業確保や
工賃向上に向けた取り組みを
行うことができました。

回数 5

41
③優先調達
の推進

障がい
福祉課

市政運営会議等を活用し障が
い者就労施設等の提供する物
品・サービスの優先購入の調
達目標達成のために取り組み
ます。 金額 1,900,000

市政運営会議等を活用し障が
い者就労施設等の提供する
物品・サービスの優先購入の
調達目標達成のために取り組
みます。
発注可能な物品等の見える
化を行います。

本年度も調達目標を定め、市
政運営会議等も活用し全庁的
に周知・啓発に努めました。ま
た、障がい福祉課公開キャビ
ネットを通じて情報提供し、可
能な限り全ての部署が障がい
者就労施設等への発注を
行ってもらえるように努めまし
た。

市政運営会議などを活用し、
周知・啓発を行った結果、認
知度は高まり新規の発注・問
い合わせ等もありました。
しかし、予算が厳しい中，計画
目標達成は年々厳しい状況
があります。

金額 1,975,990
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５社会
参加
活動
の推
進

（１）生涯
学習等へ
の参加の
推進

43
①参加しや
すい生涯学
習等の推進

生涯学
習課

上野公民館講座として実施し
ます悠々セミナーの開催時
に、ヒアリングループを設置し
て、市民が参加しやすい講座
開催に努めるとともに、設置の
案内を市ホームページやチラ
シ等に掲載し、広く周知を図り
ます。

回数 9

上野公民館講座として実施し
ます悠々セミナーの開催時
に、磁気ループを設置して、
市民が参加しやすい講座開
催に務めます。

上野公民館講座悠々セミナー
の開催時に、ヒアリングルー
プを設置し、参加しやすい講
座の実施に努めました。

講座開催時にヒアリングルー
プを利用される人が少ないた
め、設置している旨を周知し、
広く参加者を呼びかける必要
があります。 回数 9

43
①参加しや
すい生涯学
習等の推進

スポー
ツ振興

課

誰もが楽しめるスポーツ大会
（スポーツフェスティバル）で、
障がいの有無にかかわらず楽
しめるボッチャを実施します。

参加者
数

50

誰もが楽しめるスポーツ大会
（スポーツフェスティバル）で、
障がいの有無にかかわらず
楽しめるボッチャを実施しま
す。

11月11日に開催した伊賀市民
スポーツフェスティバルにおい
て、オープン種目としてボッ
チャを実施しました。

当日参加者も多数あり、子ど
もから高齢者までが競技を行
いました。年齢を問わず簡単
にできるので非常に好評を得
ました。今後の課題としては、
種目の周知方法を工夫し、よ
り多くの人の目にふれるよう
にします。

実施の
有無

有

５社会
参加
活動
の推
進

（２）当事
者活動の
充実

43

①障がいの
ある人自身
による主体
的な活動へ
の支援

障がい
福祉課

障がいのある人が主体的に社
会参加活動に取り組めるよう
支援するため、障がい者団体
の活動に対する助成を行いま
す。 延参加

者数
956

障がいのある人が主体的に
社会参加活動に取り組めるよ
う支援するため、障がい者団
体の活動に対する助成を行い
ます。

障がい者団体に主体的な活
動のための助成を行ないまし
た。

障がい者団体に助成を行うこ
とにより、団体が主体となって
障がいのある人の社会参加
のための取組みを行い、多く
の人が参加しました。しかし、
障がい者団体の加入者が減
少しているため、新たな会員
の確保が課題となっていま
す。

延参加
者数

956

43
②交流・学習
の場の充実

障がい
福祉課

交流会や研修会の開催や積
極的な参加を支援するため、
障がい者団体の活動に対する
助成を行います。 回数 35

交流会や研修会の開催や積
極的な参加を支援するため、
障がい者団体の活動に対す
る助成を行います。

伊賀市障がい者スポーツ大会
開催のための助成を行ないま
した。

障がい者団体に助成すること
により、団体が主体となって研
修会や交流会を開催し、多く
の人が参加しました。 回数 35
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事業予定 事業の実施内容 事業の効果・課題 指標 実績

１市民
の理
解と協
働の
推進

45

①障がいの
ある人の人
権に関する
理解と認識
の啓発

障がい
福祉課

障害者週間の街頭啓発やイベ
ント開催時に、啓発チラシを配
布し、市民への周知を図りま
す。

配布数 1500

障害者週間の街頭啓発やイ
ベント開催時に、啓発チラシを
配布し、市民への周知を図り
ます。

12月１日障害者週間を前に街
頭啓発を行い、障害者差別解
消法啓発チラシを配布しまし
た。
その他イベントにおいても障
がい理解のための啓発チラシ
を配布しました。
伊賀市社協だより「あいしあお
う」に今日からできる簡単手話
講座の掲載を開始しました。

啓発チラシの配布をすること
により市民に障がい者差別解
消法についての理解と認識を
深めることができました。

簡単な手話を掲載することで
手話の活用について市民啓
発を図ることができました。

配布数 1,500

45

①障がいの
ある人の人
権に関する
理解と認識
の啓発

人権政
策課

障がいのある人の人権に関す
る理解と認識を深めるため、広
報いが市やホームページのほ
か人権の集いなどさまざまな
機会を通して積極的に発信し
ていきます。
・障がいのある人の人権に関
わる発信 回数（広報いが市・
講演会・パネル展示等）

回数 5

障がいのある人の人権に関
する理解と認識を深めるた
め、広報いが市やホームペー
ジ、講演会や人権のつどい等
を通じて積極的に呼びかけて
いきます。
・障がいのある人の人権に関
わるコラムの掲載回数（広報
いが市）

広報いが市の人権コラムで
は、今年度は障がいのある人
の人権に関わる記事がありま
せんでした。

「ひゅーまんフェスタ2018」で、
障がいへの理解を深めてもら
う学習コーナーを設置しまし
た。また、人権啓発パネル「障
がい者の人権」を市内各地区
へ貸し出しました。

「ひゅーまんフェスタ2018」や
パネルの貸し出しを通して、
障がい者の人権に関する理
解と認識を啓発することがで
きました。今後も、さまざまな
機会を捉えて障がいのある人
の人権について啓発していく
必要があります。

回数 0

45

②障がいを
理由とする差
別の解消の
推進

障がい
福祉課

障がいのある人からの相談等
の解決、情報共有の取り組み
を行います。

回数 1

障がいのある人からの相談等
の解決、情報共有の取り組み
を行います。

障がい者地域自立支援協議
会で障がい者差別解消支援
専門部会を設置し、情報共有
等を行います。

障がい者差別に関する取組
状況の情報提供を行うことで
関係機関の連携をはかる。差
別事象が多数報告される現状
があり、今後、さらに差別解消
のための取り組みを検討する
必要があります。

回数 1

45

②障がいを
理由とする差
別の解消の
推進

人権政
策課

障害者差別解消法の理念に
のっとり、障害を理由とする差
別の解消のため、講演会や地
区懇談会・研修会等で積極的
に呼びかけ啓発します。
・障がい者の人権に関わるイ
ベント及び人権問題地区別懇
談会の開催回数

回数 30

障害者差別解消法の理念に
のっとり、障害を理由とする差
別の解消のため、講演会や地
区懇談会・研修会等で積極的
に呼びかけ啓発します。
・障がい者の人権に関わるイ
ベント及び人権問題地区別懇
談会の開催回数

学校現場で障がい者差別発
言が多数発生していることを
受け、啓発パンフレット「子ど
もたちが言葉で人を傷つけな
いために」を作成し、人権問題
地区別懇談会で内容説明をし
ながら配布しました。

人権問題地区別懇談会の参
加者に対して、パンフレットを
使用して具体例を示しなが
ら、「これまで意識せずに使っ
ていた言葉が差別につながる
表現ではなかったか」と考えて
もらいました。今後も懇談会へ
の参加者に留まらず、人権啓
発イベント等で幅広く啓発して
いく必要があります。

回数 23

（１)障がい
を理由とす
る差別の
解消の推
進

基本
方針

Ⅲ
　
だ
れ
も
が
心
地
よ
く
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
ま
ち
を
つ
く
る

目標
Ⅲ

基本計画
2018（H30）年度実施事業の進捗状況

目標Ⅲ　だれもが心地よく安心して暮ら
せるまちをつくる

事業実
施課

計画
ペー
ジ

備考

６段階評価(達成率)
ＡＡ 計画の内容を１００％を越えて実施
Ａ　計画の内容を１００％実施
Ｂ　計画の内容を７０％以上１００％未満実施

元年度事業予定 指標
元年度
目標値

方向性
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事業予定 事業の実施内容 事業の効果・課題 指標 実績

基本
方針

目標
Ⅲ

基本計画
2018（H30）年度実施事業の進捗状況

事業実
施課

計画
ペー
ジ

備考元年度事業予定 指標
元年度
目標値

方向性

46
③学校での
交流や体験
学習の推進

保育幼
稚園課

障がいや子どもの個性につい
て理解し、共に生きるため何が
必要であるのか考えながら、
接し方等を身につけるため、小
学校等と連携し、交流や体験
学習等の取り組みを推進しま
す。

箇所数 16

障がいについて理解し、共に
生きるため何が必要であるの
か考えながら、接し方等を身
につけるため、小学校等と連
携し、交流や体験学習等の取
り組みを推進します。

学校教育課や小学校等と連
携し、交流や体験学習、授業
参観等の取り組みを積極的に
実施し、保育士の障がいに対
する理解や意識を深めるよう
に努めました。

交流、訪問して学んだ事を保
育所（園）内研修等で共有し、
一日の流れ等保育に生かす
ことができました。今後も学ん
だ事を保育所（園）で還流し、
実践できるよう取組みを進め
ます。保育所によって取り組
みにバラツキがあるのが課題
です。

箇所数 16

46
③学校での
交流や体験
学習の推進

学校教
育課

障がい者団体や住民自治協
議会等と協働しながら、障がい
者とともに活動する交流や体
験学習等の取組を推進しま
す。

個所数 31

障がい者団体や住民自治協
議会等と協働しながら、障が
い者とともに活動する交流や
体験学習等の取組を推進しま
す。

31校において、障がいのある
人との交流を行ったり、ゲスト
ティーチャーに招いて人権集
会を行ったりするなど障がい
者理解につながる学習に取り
組みました。

障がいのある人とともに活動
する交流会や体験学習、講演
会等を通して、障がいのある
人への理解を深めることがで
きました。今後も、発達段階に
応じて計画的に取組を進める
必要があります。

箇所数 31

46

④地域での
福祉教育や
交流・体験学
習等の推進

障がい
福祉課

各種イベント開催時において、
障がいのある人と地域住民と
の交流会等を開催します。

参加者
数

390

各種イベント開催時におい
て、障がいのある人と地域住
民との交流会等を開催しま
す。

・ひゅーまんフェスタ2018や医
療介護福祉フェスタなどにお
いて障がいのある人や支援者
が地域住民に対し、障がい理
解のためのイベントを開催し
ました。
7/14　100人
10/5　250人
11/12　40人

・実際の支援者や障がいのあ
る人と交流することで、障がい
に対する理解をより深めても
らうことができた。
・イベントを開催することで関
係機関の連携を深めることが
出来ました。

参加者
数

390

１市民
の理
解と協
働の
推進

（２）障がい
のある人
を支援す
る地域福
祉活動の
推進

46

①ボランティ
ア等の養成
と活動への
支援

障がい
福祉課

聴覚障がいのある人の支援者
として携わっていただける新た
な人材確保のため手話奉仕員
養成講座を開催をします。
また、手話奉仕員養成講座修
了生に対してのフォローアップ
研修会を開催いたします。

参加者
数

22

聴覚障がいのある人の支援
者として携わっていただける
新たな人材確保のため手話
奉仕員養成講座を開催をしま
す。
また、手話奉仕員養成講座修
了生に対してのフォローアップ
研修会を開催いたします。

日常会話程度の手話表現技
術を取得し、聴覚障がいのあ
る人の支援者として携わって
いただける手話奉仕員の養成
講座（全27回）を開催しまし
た。
参加者数　22人

養成講座の研修と体験を通じ
て新たな人材育成ができまし
た。
今後の活動支援について検
討が必要になっています。 参加

者数
22

46

②身近な地
域での助け
合い活動の
推進

障がい
福祉課

民生委員等と地域での助け合
い活動を推進するための勉強
会を開催します。

回数 10

民生委員等と地域での助け合
い活動を推進するための勉強
会を開催します。

例年職員対象に行っている障
がい福祉研修会に民生委員・
児童委員などに対し研修案内
を行った。
障がい事業所のイベントに民
生委員児童委員とともに参加
しました。

身近な地域支援者である民生
委員・児童委員など多数参加
があった。障がい福祉に関す
る理解を深めてもらうことで、
地域での見守りや助け合いの
しくみを推進することができま
した。

回数 10
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事業予定 事業の実施内容 事業の効果・課題 指標 実績

基本
方針

目標
Ⅲ

基本計画
2018（H30）年度実施事業の進捗状況

事業実
施課

計画
ペー
ジ

備考元年度事業予定 指標
元年度
目標値

方向性

46

②身近な地
域での助け
合い活動の
推進

医療福
祉政策

課

引き続き、自治協単位で地域
課題を把握し、解決するため
の検討の場となる地域福祉
ネットワーク会議（協議体）の
立ち上げを進める取り組みを
推進し、立ち上げるだけではな
く、設置された会議を継続的に
運営していくための支援を行い
ます。

設置団
体数

39

自治協単位で地域課題を把
握し、解決するための検討の
場となる地域福祉ネットワーク
会議（協議体）の立ち上げを
進める取り組みを推進し、立
ち上げるだけではなく、設置さ
れた会議を継続的に運営して
いくための支援を行います。

自治協単位で地域課題を把
握し、解決するための検討の
場となる地域福祉ネットワーク
会議（協議体）の立ち上げを
進めるとともに、設置された地
域福祉ネットワーク会議も増
えてきたことから、次年度以降
に運営していくための支援を
より重点的に行うための検討
を重ねました。

地域福祉ネットワーク会議に
おいて各地域での課題につい
て検討いただき、新たな活動
等を行える地域が出てくる等
効果が見受けられる反面、運
営に苦慮している地域もある
など地域差があることが課題
です。

設置
団体数

36

２快適
で安
全なま
ちづく
りの推
進

48

①ユニバー
サルデザイン
の普及・啓発
の推進

障がい
福祉課

障害者週間の街頭啓発の際
に、障害者差別解消法に関す
る啓発チラシを配布し、ユニ
バーサルデザインの理念の普
及を行います。

配布数 1,500

障害者週間の街頭啓発の際
に、障害者差別解消法に関す
る啓発チラシを配布し、ユニ
バーサルデザインの理念の普
及を行います。

12月１日障害者週間前に街頭
啓発や各種講演会の際に障
害者差別解消法に関する啓
発チラシを配布し、ユニバー
サルデザインの理念の普及を
行いました。

啓発チラシを配布し、障がい
のあるなし等に関係なくだれも
が利用しやすいユニバーサル
デザインの理念を普及するこ
とができました。

配布数 1,500

48

①ユニバー
サルデザイン
の普及・啓発
の推進

医療福
祉政策

課

ユニバーサルデザイン庁内推
進委員会を活用し、各課の実
務がユニバーサルデザインの
理念に基づいた事業となるよ
う、検討を行います。

回数 1

ユニバーサルデザイン庁内推
進委員会を活用し、各課の実
務がユニバーサルデザインの
理念に基づいた事業となるよ
う、検討を行います。

平成31年2月22日に第1回ユ
ニバーサルデザイン庁内推進
会議を開催しました。昨年度
のチェックシートの結果を検証
し、新庁舎におけるユニバー
サルデザインについて改善点
等を見つけ、市民の方が利用
しやすい庁舎になるよう検討
しました。

ユニバーサルデザインチェッ
クシートを毎年実施すること
で、職員の認知度、理念の普
及は年々高まっていることが
証明されています。
今後はチェックシートや研修
会だけでなく、他の方法で普
及・啓発ができるよう検討して
いくことが課題です。

回数 1

48

②情報のユ
ニバーサル
デザイン化の
推進

障がい
福祉課

窓口で円滑なコミュニケーショ
ンが図れるよう、簡易筆談器
等を設置するとともに、手話通
訳者の配置を行います。

設置手
話通訳
者数

1

窓口で円滑なコミュニケーショ
ンが図れるよう、簡易筆談器
等を設置するとともに、手話通
訳者の配置を行います。

障がい福祉課窓口にカウン
ター型磁気ループ設置、主要
窓口の簡易筆談器の設置を
行なうとともに、手話通訳者の
配置を行いました。

簡易筆談器の設置や手話通
訳者の配置により、窓口での
円滑なコミュニケーションを図
ることができました。

設置手
話通訳
者数

1

（１）ﾕﾆﾊﾞｰ
ｻﾙﾃﾞｻﾞｲﾝ
のまちづく
りの推進
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48

③ユニバー
サルデザイン
の理念に基
づいた事業

の推進

障がい
福祉課

市などが主催する講演会や研
修会に手話通訳者及び要約筆
記奉仕員の派遣を行います。

回数 53

市が主催する講演会や研修
会に手話通訳者及び要約筆
記奉仕員の派遣を行います。

講演会や研修会に手話通訳
者及び要約筆記奉仕員の派
遣を行いました。
手話通訳 23件
要約筆記 12件
行政情報チャンネルで手話通
訳付番組の放送　1件
ヒアリングループ貸出　15件
思いやり駐車場コーンカバー
貸出　　1件
移動式障がい者用トイレ貸出
1件

講演会等に手話通訳者及び
要約筆記奉仕員を派遣するこ
とにより、聴覚障がい者等の
情報保障ができ、社会参加の
増進を図ることができました。
手話通訳や要約筆記派遣の
ニーズが高まるため、手話通
訳者や要約筆記奉仕員の人
材確保が課題です。

回数 53

48

③ユニバー
サルデザイン
の理念に基
づいた事業

の推進

障がい
福祉課

障がい特性を知り、ユニバー
サルデザインの理解を深める
ために、職員を対象にした障
がい特性についての研修会を
開催します。 延参加

者数
279

障がい特性を知り、ユニバー
サルデザインの理解を深める
ために、職員を対象にした障
がい特性についての研修会を
開催します。

職員の障がい理解を深めるた
めに研修会を開催いたしまし
た。
11/20ヘルプマークを知ってい
ますか　88人
1/23こどもの発達を理解する
181人
伊賀市障がい者相談員連絡
会新庁舎見学会　　　10人

研修会を開催することで職員
に対しユニバーサルデザイン
の理念に基づく事業の推進に
ついての理解を深めることが
できました。
新庁舎見学会を行うことで相
談員から当事者目線での改
善点を確認することができま
した。

延参加
者数

279

48

③ユニバー
サルデザイン
の理念に基
づいた事業
の推進

医療福
祉政策

課

ユニバーサルデザイン庁内推
進委員会を活用し、各課の実
務がユニバーサルデザインの
理念に基づいた事業となるよ
う、検討を行います。 回数 1

ユニバーサルデザイン庁内推
進委員会を活用し、各課の実
務がユニバーサルデザインの
理念に基づいた事業となるよ
う、検討を行います。

平成31年2月22日に第1回ユ
ニバーサルデザイン庁内推進
会議を開催しました。昨年度
のチェックシートの結果を検証
し、新庁舎におけるユニバー
サルデザインについて改善点
等を見つけ、市民の方が利用
しやすい庁舎になるよう検討
しました。

ユニバーサルデザインチェッ
クシートを毎年実施すること
で、職員の認知度、理念の普
及は年々高まっていることが
証明されています。
今後はチェックシートや研修
会だけでなく、他の方法で普
及・啓発ができるよう検討して
いくことが課題です。

回数 1

２快適
で安
全なま
ちづく
りの推
進

（１）ﾕﾆﾊﾞｰ
ｻﾙﾃﾞｻﾞｲﾝ
のまちづく
りの推進

48

③ユニバー
サルデザイン
の理念に基
づいた事業
の推進

広聴情
報課

わかりやすい広報紙や行政情
報番組を作成します。

回数

広報紙
23

行政情
報番組

52

わかりやすい広報紙や行政
情報番組を作成します。

広報紙は１日号をカラー印刷
にし、ユニバーサルデザイン
の考えに基づいた見やすいデ
ザインの文字を使用するなど
わかりやすさを考慮して作成
しました。
また行政情報番組では、テ
ロップの文字を大きくし、また
映像などを使い、伝わりやすく
しました。

今後もわかりやすい広報紙や
行政情報番組を作成します。

回数

広報紙
23

行政情
報番組

52
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事業予定 事業の実施内容 事業の効果・課題 指標 実績

基本
方針

目標
Ⅲ

基本計画
2018（H30）年度実施事業の進捗状況

事業実
施課

計画
ペー
ジ

備考元年度事業予定 指標
元年度
目標値

方向性

２快適
で安
全なま
ちづく
りの推
進

（２）移動に
関する支
援

49

①安定的で
持続可能な
交通サービ
スの提供

交通政
策課

H27.8月策定の「伊賀市地域公
共交通網形成計画」に基づき
各種施策を実施します。

【主な取り組み内容】
・伊賀市地域公共交通網形成
計画は２０２１年（R２年）度まで
の計画であり、次期計画策定
に向けたアンケート調査を実
施します。

【伊賀市
地域公共
交通網形
成計画に
おける評
価指標】

75%

H27.8月策定の「伊賀市地域
公共交通網形成計画」に基づ
き各種施策を実施します。

【主な取り組み内容】
・スクールバスとの並走路線
について混乗化を進めること
により、市の全体コストの削減
と生活路線の維持確保を図り
ます。

・新たな移動の仕組みとして
構築した「地域運行バス支援
制度」の推進を図ります。

・地域や関係機関等と協議を
進め、市内一部路線について
平成31年度からスクール混乗
を実施することの協議が整い
ました。

・神戸地域で平成３０年７月か
ら地域運行バスの運行を開始
するにあたり、助言、相談等、
側面的な支援を行い、円滑な
導入に協力を行いました。ま
た、他地域についても制度の
説明等を行い周知に努めまし
た。

・スクール混乗を進めることに
より、路線バスとスクールバス
の重複が解消され、コストの
削減が図られることになりま
す。今後は他地域でも協議を
進め、可能な地域からスクー
ル混乗を進めていきます。

・地域が主体となった運行形
態のため、実際の地域のニー
ズに即した交通輸送サービス
が提供され、地域の方の利便
性が向上することとなります。
今後も、安定的な運行が維持
できるよう、側面的な支援を継
続していくことが必要となりま
す。

【伊賀市
地域公
共交通
網形成
計画に
おける
評価指
標】

70%

49
②福祉有償
運送の充実

介護高
齢福祉

課

福祉有償運送の実施法人が
運行を継続できるよう、引き続
き運営に要した経費の一部を
助成することで、真に必要な高
齢者等の移動を支援します。

回数 25,000

福祉有償運送の実施法人が
運行を継続できるよう、引き続
き運営に要した経費の一部を
助成することで、真に必要な
高齢者等の移動を支援しま
す。

福祉有償運送実施法人が運
行を継続できるよう、引き続き
運営に要した経費の一部を助
成しました。

福祉有償運送実施法人に対
し、運営に要した経費の一部
を助成することにより、経営の
安定につながりました。 回数 24,344

49

③移動支援
のための
サービスの
充実

障がい
福祉課

障がいのある人の社会参加の
ための移動支援を行います。

利用者
数

119

障がいのある人の社会参加
のための移動支援を行いま
す。

障がいのある人の社会参加
のための移動支援を行いま
す。

ご利用希望のある申請者に
移動支援（ガイドヘルプ）サー
ビス給付を行いました。
登録事業者数　25箇所 利用

者数
119

２快適
で安
全なま
ちづく
りの推
進

（３）防災、
防犯に関
する支援

50

①防災、防
犯に関する
意識づくりの
推進

総合危
機管理

課

出前講座として、「避難所運営
ゲーム」や「防災講話」に出向
き、住民の防災意識の向上に
努めます。

回 50

出前講座として、「避難所運営
ゲーム」や「防災講話」に出向
き、住民の防災意識の向上に
努めます。

・「防災講話」56箇所
・「避難所運営ゲーム：HUG」6
箇所
対象者：地域住民、各種団体
等
参加者数：1,200人
啓発方法：市ホームページの
掲載や防災に関する相談時
に紹介

昨年度より地域等への出前講
座20箇所以上増の派遣、ま
た、HUGも多くの地区で実施
できたことで、防災減災に重
要な「自助」「共助」の大切さを
多くの住民に認識してもらうこ
とができました。参加者が増
加したことで、地域の防災力
の向上に繋がりました。

回 62
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事業予定 事業の実施内容 事業の効果・課題 指標 実績

基本
方針

目標
Ⅲ

基本計画
2018（H30）年度実施事業の進捗状況

事業実
施課

計画
ペー
ジ

備考元年度事業予定 指標
元年度
目標値

方向性

50

①防災、防
犯に関する
意識づくりの
推進

総合危
機管理

課

防災や防犯に関する情報を加
入登録していただいた住民に
提供するために「あんしん防災
ねっと」の加入促進に努めま
す。

加入者
数

5,000

防災や防犯に関する情報を加
入登録していただいた住民に
提供するために「あんしん防
災ねっと」の加入促進に努め
ます。

・広報いが市掲載回数：10回
・登録促進のためのチラシの
配布数：約1,000部
・市ホームページで登録方法
等掲載

目標の加入者数には、達しな
かったが、出前講座等で地域
へ出向いた際には、加入促進
の啓発を行い、登録者数の推
進に努めました。防災講話の
回数も多くの地域での派遣依
頼もあり、地域住民の防災を
中心とした危機意識の向上が
みられた。今後もあらゆる機
会を通じて登録者の増加に繋
げていきたい。

加入者
数

4,521

50
②災害時の
支援体制づく
りの推進

総合危
機管理

課

災害時に高齢者や障がいのあ
る人などが、安心して避難でき
るように事前に災害時要援護
者台帳に申請していただくこと
で、災害時の支援につなげら
れるよう申請者数の増加に努
めます。

申請率 70

災害時に高齢者や障がいの
ある人などが安心して避難で
きるように事前に災害時要援
護者台帳に申請していただく
ことで、災害時の支援につな
げられるよう申請者数の増加
に努めます。

今年度、避難行動要支援者
支援プランの見直し作業中の
ため、新規登録申請書送付を
行うことができなかった。
登録状況
・全対象者数：18,309名
・申請者数：9,826名

出前講座を通じて、防災で重
要な「自助」「共助」の大切さを
主に地域住民に訴え、災害時
における要支援者の支援につ
いて、平常時からの地域の見
守りの取組みについて啓発し
てきた。今後は、地域により温
度差はある中、引続き地域へ
の啓発が重要である。

申請率 54

50

③障がいに
配慮した避
難所の確保
と避難所で
の生活支援
の推進

障がい
福祉課

災害の際に避難所へ配置され
た職員が障がいの特性に応じ
た支援ができるように、職員を
対象にした障がいに関する研
修会を開催します。

延参加
人数

269

災害の際に避難所へ配置さ
れた職員が障がいの特性に
応じた支援ができるように、職
員を対象にした障がいに関す
る研修会を開催します。

職員の障がい理解を深めるた
めに研修会を開催いたしまし
た。
11/20ヘルプマークを知ってい
ますか　88人
1/23こどもの発達を理解する
181人

研修会を通じて障がいの特性
について理解を深めることが
できました。
今後、市民に対しても障がい
理解の啓発を行っていく必要
があります。

延参加
人数

269

50

③障がいに
配慮した避
難所の確保
と避難所で
の生活支援

の推進

総合危
機管理

課

地域住民による避難所運営マ
ニュアルの作成に協力し、作
成地域数の増加に努めます。

地域数 1

地域住民による避難所運営マ
ニュアルの作成に協力し、作
成地域数の増加に努めます。

今年度は、避難所運営マニュ
アル作成済み地区（柘植、鞆
田）が策定から10年を経過し
たため、現在の地域実情に
あったマニュアルの見直しを
行い、新たな避難所運営マ
ニュアルを作成しました。

新規での作成マニュアルの作
成地域はありませんでした
が、地域に啓発を行う中で、
避難所運営ゲーム（HUG）を
行ったことのある地域等から
避難所運営マニュアルの作成
に向けた問い合わせがありま
した。今後もマニュアルの作
成に向け、地域での防災リー
ダーとなって、活躍していただ
く人への支援が重要となりま
す。

地域数 0
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